
教員養成学部生における教職選択・
非選択の判断の解明

若　松　養　亮 *

Decision-making about Selecting or Not-Selecting
 Teaching Profession for Faculty of Education Students

Yosuke WAKAMATSU

 キーワード： 教育学部生、進路意思決定、教職

207滋賀大学教育学部紀要　教育科学
No.73, pp. 207－217, 2023

* 滋賀大学

問題と目的

大学に進学したほとんどの人は学部教育が最終学歴となり、大学院進学をする場合も、修士課程修
了後の進路は大まかには見通しての進学となる。その意味で、大学生のうちに職業選択を行うことは
必須である。しかし本格的に働いた経験のない大学生にとって、職業選択の意思決定は困難な課題で
あろう。仕事をすること自体のイメージもアルバイト経験に由来するものに限られるうえに、業種・
職種は多岐にわたり、内情はわかりにくい。偶発的に決まる部分も少なくない。

しかし教員養成学部はその点、身近でイメージも明瞭な「教職」が想定できる学部である。さらに
は佐藤（1998）が指摘した「教育という文化的実践の『創造性』と個人の人生に関与し公共の幸福に
貢献する『倫理性』（人道性）」というわかりやすい魅力もあって、教員養成学部は志願者・入学者と
も多い。本学においても一般入試（前期）において過去 3 カ年をみると 2.3 ～ 2.9 倍の出願倍率である。

しかし近年、教員養成学部生においても卒業後の職業選択として教職が敬遠される傾向が指摘され
ている（教員養成のフラッグシップ大学検討ワーキンググループ，2019）。その背景として、また課題
解決への途として改善すべきこととして、マスメディアも指摘する教員の労働環境の過酷さ（朝日新
聞，2019a；2019b）がある。働き方改革や「定額働かせ放題」（斉藤，2019）と言われる給与の見直し
も模索され（朝日新聞，2023a）、負担軽減が提言される（朝日新聞，2023b）などしている。

ただこれほどまでに問題視されている労働環境の問題が、学生にとってどのように受け止められて
教職が敬遠されるかは究明すべきであろう。というのは、同じように労働環境の過酷さを知り、実習
等で体験もしていても、教職を強く志望する学生もいるからである。また過酷な労働環境という点で
は、教職を敬遠した結果として選択される民間企業でも、税を原資としない経営形態ゆえに教職と同
様に、あるいはそれ以上に過酷な可能性があるからである。彼らが「過酷な教職」を避けたならば、
同等以上に過酷な民間企業のなかからどのような意思決定を行ったのか、またその他の理由の場合も
含めて、「教員になるための学部で学んだ」というキャリア・パスを変更をするだけの何があり、それ
をどのように受け止めたのかは明らかになっていない。

本研究では、以上の問題意識から、教員養成学部生の教職をめぐる進路意思決定にどのような判断
や思考があったかを解明する。具体的にはまず、過酷であると知りながら（実習等で見聞・体験もし
ながら）も、教職を選択した学生の判断や思考を明らかにすることを第 1 の目的とする。次に教職以
外の職業を選択した学生が、広く膨大な選択肢のなかから、教職の途を棄てつつも、必ずしも教職の
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ように職務や内情が明瞭でない選択肢が膨大にあるなかから候補となる進路を絞り、決めていく際の
判断や思考を明らかにすることが第 2 の目的である。これらの知見はまず、教員養成学部のキャリア
形成支援にとっての実践的意義をもつ。なぜなら、教職の過酷さをどのように受け止め、自身のキャ
リア選択に適切に反映させていく指導に寄与するであろうし、あるいは大学や社会の側からも教師の
労働環境の改善の必要性を発信していくことに寄与するからである。こうした実践的意義以外にも本
研究は、青年が職業選択に求める意味の一端を解明するという学術的な意義がある。過酷とされる職
業にも就業を求める青年、あるいはそれまでのキャリアと異なる領域に進もうとする青年、あるいは
内情やキャリア・パスがよく見通せない職業のなかから 1 つを選んで就業しようとする青年の心性を
明らかにすることは、青年が社会とどのように関わりを持とうとするかを明らかにすることに寄与す
るであろう。

これらのことを明らかにするために、教員養成学部の 4 年次生に面接調査を行った。量的調査では、
研究者側が予めもった枠組から制約をうけ、また個々の判断にある心情や価値観をケースに応じて質
問することが難しいからである。4 年次生を対象としたのは、就職活動や採用試験への出願に伴う最
終的な進路意思決定を終えた人から話を聞くためである。彼らに対して教職志望を中心とした職業選
択肢の推移と、教職を選んだ（選ばずに他の職業を選んだ）理由の意味や背景を尋ねることによって、
上記のことを明らかにしていく。

方法

1．調査の概要
本学の教育学部の卒業前の 4 年次生に、卒論発表会を済ませた時期から卒業式前までの期間を想定

して、面接調査への協力を呼びかけた。対象者の選定に際しては、教員を目指すか否かで迷った学生
を紹介してほしい旨をすべての専攻の教員に依頼した。各推薦者から紹介された学生に著者から連絡
をとり、その結果、Table 1 に示した教職選択者 8 名、教職以外の選択者 7 名から協力を得た。うち教
職選択者 2 名は、比較の意味も込めて、迷ったことがない学生に依頼した。面接調査は個別に対面ま
たはオンラインにて 30 分程度をかけて行った。実施期間は 2023 年 2 月 13 日～ 3 月 23 日であった。

Table 1　面接調査の協力者一覧
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2．事前調査
承諾した人には事前に Web 調査を依頼し、当日の面接に先だって回答してもらうことを依頼した。

質問内容は以下の通りである。
① 教職（保育士を含む）を 3 年次 6 月の教育実習前と 4 年次 4 月時点で志望した程度（4 段階）
② 4 年次 4 月に想定していた進路の選択肢カテゴリー（複数選択）
③ 4 年次 4 月に想定していた進路のうち最も目指すカテゴリーと、その具体（あれば）
④ 前問③で回答した職業を目指したいと思った理由（36 項目× 5 件法）
⑤ 同職業について「希望する強さ」と「働いている自分イメージの明瞭さ」（10 段階評定）
⑥ この春からの進路先（書けるところまで具体的に記述）
⑦「前問⑥のところで働くこと」に対する熱意、「楽しく働く」ことへの志向（5 件法）

3．面接調査
⑧ 大学入学時からの教職志望の変遷とその理由
⑨ 事前調査の④で高い（低い）評定がなされた項目について、その理由や背後にある思い
⑩（教職以外を選択した人には）そのなかからどのように方向を定め、決めていったか。
⑪（教職に進む人には）過酷と言われている教職でも自分がやっていこうと思うのはなぜか
⑫ 働くのは「他者のため」か、「自分のため」か。そう思う理由
⑬「楽しく働く」ことができそうか。どうなることが「楽しく働く」ことか
　 以上の質問を柱として、半構造的に行った。本論文の目的には含まれない質問もあった。

結果

1．教職選択者における意思決定の経緯
設問⑨への回答から、教職を選択した人が有していた教育実習までの不安（Table 2）としては経験

の少なさ（T1）や実感のもてなさ（T3）、あるいはもともとさほど教員を志望していない（T6）、責任
の重さに不安になる（T7）などであった。実習を終えてからの不安（Table 3）は他者との比較（T2）
や仕事の多さ（T6、T8）に由来していた。

実習によって気持ちが高まった経緯（Table 4）では、全ケースにおいて子どもからの反応を

Table 2　教職選択者における教育実習前の不安
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Table 3　教職選択者における教育実習後の不安

Table 4　教職選択者における教育実習後の気持ちの高まり
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手応えとする達成経験が報告された。他には、子どもの変化や成長に面白さを見出した（T3、
T4）や実習先の教員や教職志望の同級生と気持ちが通じた経験（T4、T7、T8）が聞かれた。

過酷とされる教師の労働環境で働くうえでの所感（Table 5）を尋ねると、T2 や T3、T6 のように
あまり深刻に考えていないケースや、T1 や T5、T7 に見られるように、働く時間を自分の時間（プラ
イベート）として楽しめるという発言も聞かれた。
2．教職以外の選択者における意思決定の経緯

同じく設問⑨への回答から、教職以外の職業を選択した人の意思決定の経緯を Table 6 にまとめた。
教職の特性に由来するネガティブな側面としては責任の重さやしんどさ（N2、N5、N7）が多く、他
には実際の職場でやっていくことに希望をもてなかった（N1、N3）ことや教職以外でも自分のやりたい
こと・目標は実現できる（N4、N6）との見通しが挙げられる。また、N6 に見られる「民間企業から教
員には転職できるが、その逆は難しい」という非対称性は若松（2017）でも報告されたものである。

設問⑩教職以外で選んだ職業に決めた経緯や理由については、Table 7 にまとめた。出会った人た
ちに感じた親和性（N4、N7）や、業績給を想定した上昇志向の生き方（N1、N4、N5）、また携わり
たい仕事の内容が就職活動を通して見えてきた（N3、N6、N7）といったものが挙げられる。

Table 5　教職選択者における過酷とされる労働環境で働く所感
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考察

1．教職選択者が教職選択に不安を抱く経緯
Table 2 に挙げられた、教職を選んだ者であっても教職選択に感じた不安から読み取れることは、4

名いずれも、教師になることをさほど強く決意せずに、あるいは具体的に知らない状態で入学してき
ていることである。「教育に興味があったので『受けてみよう』くらいの」「資格があった方が安定し
て職に就ける」「学力に合うところ」「『なれたらいいかな』ぐらいだった」という記述が見られる。確
かに本学は国立大学ゆえの一定の知名度もあり、学費は私立大学より安く、県内や近隣府県からは自
宅通学も容易という点で、仮に教員志望でない者にとっても好都合な点はある。本学教育学部におい
て入学者に悉皆で行った非公開の調査結果報告（直近 5 年間）において「本学へ入学した理由」を択
一式で尋ねた結果では、「教職をめざしているから」という選択肢があったにもかかわらず、「入学難

Table 6　教職以外の選択者における教職を選ばなかった理由
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Table 7　教職以外の選択者におけるその業種・職種・企業を選んだ理由
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易度・受験科目から」や「国立大学だから」がそれぞれ 10 ～ 20％を占めるという少なくない割合で
あった。

そのように教職を目指すことが第 1 の理由でない場合、教育実習前に子どもや現実の学校教育に触
れる機会は大学が用意した最小限のものだけであるため、当然ながら不安や迷いも少なくないであろ
う。ただし、こうした人たちも結果的には教職を目指す意思決定をしていることから、それらの不安や
迷いは必ずしも教職選択を阻害するとは言えない。これまでの教職志望意識や教育実習の研究では、実
習後に志望の気持ちが強くなるという報告が多くある（例えば林，1991；坂井，2005；児玉，2012）。
つまり実習で教師の仕事の具体が実感をもって感じられ、肯定的な見通しが得られれば、事前の不安
や迷いは関係なく教職志望意識が高まるということであろう。

次に教職選択者が教育実習後に教職に対して感じた不安（Table 3）からは、3 名のみの回答であっ
たが、いずれも教師のすべき仕事量が多いことと関連したものである。こうした実際の職場や仕事を
入職に先だって見聞・体験することは、Realistic Job Preview（Wanous, 1992）と概念化され、自分が
その仕事に本当に向いているかどうかを改めて考えさせる「スクリーニング効果」、困難を承知でその
仕事をやり遂げたいという強い仕事欲求を醸成する「コミットメント効果」、過剰な期待を冷ませて入
職後の幻滅を抑制する「ワクチン効果」があると言われる。見聞きした印象は否定的なものであって
も、結果的に教職を志望し、維持する方向に作用することがある。

ところで T2 のように、同級生と自身を比べて教師としての適格性を意識することは、これまでも
指摘されている（小林，2005；久保，2011；若松・古川，2022）。このケースのように、自分より優
れた他者に対して異質視する比較は上方比較の対比過程と呼ばれ、自尊感情を下げる作用がある（高
田，2011）。さきの Realistic Job Preview と併せて、いずれも志望意識を一時的に低下させる作用はあ
るが、観念的・抽象的な自己理解や進路情報を現実的・具体的にする啓発的経験の機能がある（篠，
2007）。彼らがなぜ、こうした不安を持ちながらも教職を選択したかを次節で検討する。
2．過酷とされる教職を目指す背景

そもそも教職は業種＝職種の職業であり、見聞きし体験したこともあって仕事内容は十分に明瞭で
ある。佐藤（1998）が指摘した「教育という文化的実践の『創造性』と個人の人生に関与し公共の幸福
に貢献する『倫理性』（人道性）」もわかりやすい魅力と言える。それに加えて、Table 4 によれば、子
どもとふれ合い、教えるなどの達成経験を得て教師の職務遂行に関する効力感が高揚（Bandura, 1977）
して、自分の授業準備や子どもとの関わりに手応えを得たことが推察される。当初は思い通りに進ま
ない授業や指導が入らない子どもとの関わりも自分の努力や工夫で改善できたという思いは、子ども
の成長に立ち会えた喜びと、有能さ・自律性・関係性の 3 つで構成される基本的心理欲求（Ryan & 
Deci, 2017）を満たすものでもあったろう。苦労して手に入れた成果という不便益（川上，2017）も関
連しているかもしれない。尾高（1941）が整理した職業の三要素に関しても、「生計の維持」に加えて

「個性の発揮」「役割の実現」のいずれをも満たす職業であると感じられたとも言える。
これらの魅力や手応えが教育実習などのなかで感じられ、心的報酬として機能することで強化子と

なって動機づけられ、仕事の多さや勤務時間の長さが気にならなくなることはあり得る。教師の仕事
を自分が行うことで、金銭的報酬が十分なものであるかよりも、手応えとして子どもから良い反応が
得られる手段として自律的に動機づけられ、あるいはそれに取り組むこと自体が楽しくなる内発的動
機づけが作用したと考えられる。

教師の職務がもつ上述の特徴からは、本田（2008）の「自己実現系ワーカホリック」も危惧される。
本田は、本人が自分から進んで働きすぎにはまっていくしかけとして 4 つのことを挙げているが、教
師の仕事にもそれぞれ関係しうる。まず①「趣味性」は「好きなことを仕事にできる」というものだ
が、仕事を趣味的に捉えている発言も複数の人から聞かれた（Table 5）。②「ゲーム性」は効率性や
収益性を競うというもので、業績給ではない教職の場合であっても部活の指導や授業で子どもを少し
でも楽しませる、理解させることを目標と捉えると、この特徴も関係すると言える。次に③「奉仕性」
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はまさに教職で問題になると言える。江澤（2020）が「私たち教師は『子どものため』であれば、何
でもしてやりたいと思ってしまうのです」と述べているように、社会的にも望ましいとされる利他的
な志向性は、ともすると働きすぎにつながるだろう。最後の④「サークル性・カルト性」とは、高揚
した雰囲気に飲み込まれて仕事にのめり込むというものだが、Table 4 の T4、T7、T8 に見られるよ
うな一体感や共感してもらえたという親和性は、それと近いように思われる。若松・矢田（2021）の
調査においても、教職を想定している学生はそうでない学生より労働条件を相対的に軽視していた。
とすれば、働きすぎの傾向が再生産される方向で教員志望者が生み出されると言えるかもしれない。

上にも述べた実習先の先生や教職志望の同級生との交流や励まし合いは、志望意識を高めることに
も寄与していた。その人たちと同じ職場で働けるわけではないものの、「教師を仕事にする人がこう
いう人たちなら話が通じるだろう」という推論によるものであろう。上述した仕事上の手応えだけで
なく、こうした「居心地」に関わることも意思決定理由として見逃せない。Super（1969）が理論化
した「職業適合性」は「能力」と「人格」の大きな二側面から構成されているが、前述した達成経験
や効力感は「能力」側面に、上記の居心地の良さは「人格的」側面に含まれると考えられる。とすれ
ば、双方の側面において教職が自分に合っていると感じられることは、志望意識も強固になることが
予想される。過酷とされる教職を目指すこととこうしたことが関係するのではないだろうか。
3．教職を目指さずに他の職業を選択した人の背景

こうした多大な魅力を教職に感じる人がいる一方、教職以外の選択をした人たちがなぜ教職を選ば
なかったか（Table 6）に目を向けると、ほとんどのケースで、間接的ものも含めて労働環境の問題が
関わっていた。本研究の対象者が教員を目指すか否かで迷った人であったこともあってであろうが、
目指していた魅力的な進路が以前から他にあってというケースはなく、教職に対する失望や負担感が
まず先に立っていた。N5 や N7 のように実習等でうまくできなかったという負の達成経験を伴うケー
スもあったが、N1 や N3 のように教育に熱意をもった学生や N2 のように責任の重さを自覚した学生
など、期待できる人材の喪失とも言えるケースも見られた。このように、教師の仕事内容や同僚（に
なるかもしれない人たち）にもつ負の評価は、実際に教職に就いた場合には課題の克服に努力を要し、
周囲との協調にも忍耐を伴うとの推測につながり、労働時間や仕事量などの労働環境自体の認知も相
乗的にネガティブになるのではないか。教職に就く人を減らさないためには、この意味でも、教師の
労働環境の改善が重要と考えられる。

N1やN3のように教員の仕事に大きな気負いや期待をもつことはバーンアウトのリスクを高めるこ
とから、教育実習での見聞や体験を経て進路変更することは、先にも述べた Realistic Job Preview の
スクリーニング効果の作用としてあってよい。しかし必ずしも進路変更をするばかりではなく、その
気負いや期待を現実的な性質や水準に調整していくことも可能なはずである。あるいはその意味で現
実的でない気負いや期待を現職教員は自らの経験の中でどのように落とし込んで納得してきたかにつ
いて、たとえば教育実習の事前・事後指導として、現職教員の経験をもつ実務家教員などによる支援
が考えられる。そもそも N1 や N3 など、一部の人との関わりをもとにして教職ないし教師として働く
人たちに対して負の評価をもつことは、その妥当性の点でリスクがあるであろう。事後指導やその後
の大学生活において多くの教員経験者や同級生と交わることで、働く上でのモデルに出会うことがで
きれば、予期的社会化（Merton, 1949）も進むと推測できる。

教職以外の職業をどのような理由でより良いとしたか（Table 7）では、まず教職と対照的なことで
は「成果に応じた報酬」が挙げられる。このことから、教職の希望者を減らさないためには、教師へ
の金銭的処遇は見直されるべきと言える。前述の教職選択者では、教師の仕事自体の魅力や子どもか
らの手応えという心的報酬がそれに代替していると考察したが、そうならない人となる人がいるとい
う個人差の由来は本研究での結果からいくつか想像することはできる。たとえば入学当初から教職に
興味が持てなかったこと、あるいは教育実習がうまくいかず、効力感が高められなかったこと、ある
いは実習先の教員や同級実習生たちとの交流のなかで教師（を目指す人たち）と話が合わない、価値
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観が異なるなどの違和感を感じたこと、あるいは働くことを別なこと（生計を立てることや趣味など）
の手段と考えており、実質的な労働時間の長さや残業時間が給与に反映されないことが大きな痛手と
考えていること、などである。

また教職の選択とも共通することでは、携わる職務が具体的に見えたこと、従業員に対して親和性
を感じたことが就職先の選択と関わっていた。前者は仕事内容に動機づけられるためには必須であろ
う。筆者が行った過去の面接調査（若松，2008）でも、「自分が働いている姿が想像できること」が意
思決定を推進していた。また後者は前述の「居心地」に関わることである。いずれも就職活動を継続
して業務や職場への接触を重ねないと把握できないことであり、教職を志望しない判断が就職活動に
先行してなされたならば、その理由は上記の二点とは別のことと考えられる。本研究の調査で得られ
た回答からは、前述した教師の労働環境の問題を指摘せざるを得ない。

教職以外の選択者にはまた、教職で実現しようとしていたことが他の職業でも実現できると考えた
人たちが複数いた（N2、N4、N6）。教職を選択する人たちは、教師の仕事の「内容」に惹かれる傾向
が Table 4 や Table 5 から見てとれるが、他方、働くことを「手段」と考える人は教職以外の範囲で
模索していた。進路意思決定のあり方としてはどちらもあって良いことではあるが、教職以外の選択
に目が向いた契機が、教師の労働環境が悪いという判断に端を発している可能性もあり、教師を目指
す人をできるだけ多くするためには、労働環境の見直しは重要であると考えられる。
4．本研究の制約と今後の課題

依頼に応じて調査に協力してくれた人たちからデータを得たが、教員養成学部生からのサンプルと
して偏りが懸念されることが制約として挙げられる。自分の意思決定や判断とその理由について一定
の確信をもち、その経緯や理由を大学教員である筆者に話してよいと感じた人たちであろう。対象者
にならなかった人のなかには、外的要因のために教師は目指せなかった人（例えば自宅で家族の看護・
介護にあたるために教師の長い勤務時間は物理的に無理な人）や、理由を話せるほど整理された理屈
で意思決定を行わなかった人、働くことへの動機づけが低い人などがいたかもしれない。

また、キャリアの問題には避けて通れないジェンダーの要因を、この調査ではとくに取り上げな
かった。自分の性別のために地元での就職が必要と親から言われていたり、企業では女性が働きにく
いために教職がいいと思ったりといった回答は、対象者たちの発言には聞かれなかったが、聞かれな
かったから言わなかった、あるいは言いたくなかったという事情があったかもしれない。

残された課題としては、教職以外の選択者が、業種や職種も多様なためであろうが、個々人による
差異が大きく、こういう人たちであるとしてまとめられなかった部分があることである。例えば上昇
志向の人と無理なく働くことを重視した人がいた。また確信的に選択した人と「まずはやってみる」
と試行的なスタンスの人もいた。新奇な環境に興味を示す人も経験済みの環境から選んだ人もいた。
こうした多様性に留意しながら、両者の相違をさらに究明することが課題である。
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